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　　IMO 及び IACSの 動向
一 IMO で の 主な審議内容 ・結果 の 紹介 一

国際室

1．　 は じめに

　本 稿 にお い て は，IMO （国際海事機関）及び IACS

（国際船級協会連 合）の動 向を適宜紹介 して い る 。

　今号で は，「IMO の 動向」 と して ，2012 年 10 月 に

開催 され た第 64 回海洋環境保護委員会 （MEPC64 ）

及 び 2012年 11 月に 開催 された第 91 回海上安全委員

会 （MSC91 ） の 審議結果を紹介する 。

2． IMO の 動向
一MEPC64 の 審議結果

一

2．1　バ ラス ト水管理条約関連

　2004 年 に 採択 され た バ ラ ス ト水管理 条約は ，30 ヶ

国以 上 の 批 准か つ 批 准国の 合計商船船腹量が 世界の

商船船腹量 の 35％以上 とな っ た 12 ヵ 月後 に発 効す る

こ ととな っ て い る。2013 年3 月末時点で は，36 ケ 国

が批 准，合計商船船腹量に対する比率は 29．07 ％ で あ

り，現在未発効とな っ て い る 。

2，1．1　 バ ラ ス ト水処理装置の 搭載状況及び装置搭

　　　 載時 期の リス ケ ジ ュ
ール の 検討

　 バ ラ ス ト水処理 装置 の 開発状況，当該 シ ス テ ム の

船舶 の 搭載 に 関わ る 課題 に 対処する た め
，
MEPC に

て 処 理装置 の技術的 レ ビ ュ
ー

が 継続的に実施 さ れ て

い る 。

　また，前回 MEPC63 （2012年 3月）に お い て
， 日

本か ら現時点の バ ラス ト水処理 装置 の 搭載状況 に関

す る 資料が 提出され た こ とを受け，処 理装 置 の 搭載

状 況 に 関す る 情 報 を MEPC64 に提出 する よ う各国に

要請 さ れ て い た 。

　今回の 会合で は ，日本，中国，韓国及 び香港等か

ら，バ ラ ス ト水処理 装置の 搭載状況 に つ い て 報告が

あ っ た結果，当該装置の 搭載率 が 世界的に非常に低

い こ とが認識 され た 。 そ の た め
，

バ ラ ス ト水処理 装

置の 適 用時期に 関 する当面の 取 り扱 い に つ い て
，

コ

レ ス ポ ン デ ン ス グ ル ープ （e−mai1 ベ ー
ス の 検討 会）に

て 検 討が進 め られ る こ ととな っ た 。

2．1．2　活性物 質 を用い たバ ラ ス ト水処理 装置 の

　　　 承認

　バ ラ ス ト水管理 条約で 規定さ れ る バ ラ ス ト水処理

装置は，IMO の ガ イ ド ラ イ ン に 基 づ い て 主管庁に よ

る承認 （型式承認）が 必 要とさ れ て い る 。 なお，同

装置 に有害水生生物 や 病原菌を殺傷 ・減菌する た め

の 「活性 物 質」が使用 され る場合は，主 管庁 に よる

型 式承認に 先立 ち，IMO に よ る活性物質単体 の承認

（基本承認）， 及 び処理 装 置 と して の 総 合的 な承認

（最終承認）が必要となる。

　今 回 の 会合 にお い て ，活性 物質を用 い た バ ラ ス ト

水処 理装置 につ い て ，5件 の 基本承認，及 び 3件の最

終承認が 与え ら れ た 。

　 こ の 結果 ， IMO によ っ て 最終承認が与 え られ た装

置は
， 合計 28 件 とな っ た 。 現 時点で は，実際に船舶

に搭載可能な （主管庁 に よる型式承認が付与 された）

装置の 数は，活性物質を用 い ない 装置 も含 め
，
28件

とな っ て い る （表 1の 承認状況参照）。

2．1．3　 「主要 な改造」の 定義に つ い て

　バ ラ ス ト水管理条約附属書 の 条文解釈上 ，既 存船

へ 処理装置の 新規搭載が ，附属書 に規定 され る 「主

要な改造」に該当する か否か が 不 明確 と な っ て い る 。

今回 の 会合で は ，日本か ら，バ ラス ト水処理装置の

設置 に伴 う船舶 の 改 造 は 「主 要な改造」 と し て 取 り

扱 うべ きで はな い との 提案が あ り， 審議 の結果 ， 当

該提案 は合意 され，次 回MEPC65 （2013 年 5 月〉に

て MEPC サ
ー

キ ュ ラ
ー

を作 成 す る こ と と な っ た 。

2．2　シ ッ プ リサイ クル 条約関連

　2009年 5月 に採択 された シ ッ プ リサ イクル 条約 は，

15 力 国以上 の 批准 ， 批准国 の 船腹量合 計 が世界船腹

量 の 40 ％ 以 上 ，か つ 批 准国の 直近 10年に お ける最大

の 年間解体船腹量 の合計が批准国の合計船腹量の 3％

以上 とな っ た後 ，24 ヶ 月後 に発効する こ と と な っ て

い る 。 2013年 3 月末時点で は
，
5力 国 （フ ラ ン ス

， イ

タリア ，オ ラ ン ダ，トル コ 及び セ ン トキ ッ ッ
・ネー

ヴ

ィ ス ） の 政府が 同条 約へ 批 准す る準備 を進め て い る こ

と を表明 （署名） して い る が ，実際 の 批准に は至 っ て

い な い 。

2．2，1 条約の 実施に必要なガイ ドラ イ ン等の 詳細

　　　 検討

　現 在 IMO で は，同条約の 実施 に必要 な合計 6本 の

各種 ガ イ ドラ イ ン 等 を開発 し て お り， 前回 MEPC63

ま で に 4本 の ガ イ ドラ イ ン が採択 され て い た 。

　今回 の 会合で は，未採択で あっ た 「検査 と証書 に

関 す る ガ イ ドラ イ ン 」及 び 「PSC に 関す る ガ イ ドラ

イ ン 」の 2 つ の ガイ ドライ ン案が採択 された 。
こ れ に

よ り，シ ッ プ リ サ イ ク ル 条約に付随す る 6 つ の ガ イ ド

ラ イ ン の すべ て が 策定 さ れ た こ と に な っ た 。
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　なお，ICS （
’lhe　lnternational　Chamber 　of　Shipping），

BIMCO （The 　Baltic　 and 　International　Maritime

Council）等の 海運団体等か ら，有害物質イ ン ベ ン ト

リの 作成に 関 し て ，閾値が設定 され て い な い 有害物

質の 閾値を明確にすべ きとの 指摘 ， 及 び船舶全体 で

合計 して も微量 となる有害物 質 （は んだ に含 まれ る

鉛等）をイ ン ベ ン ト リ作成 の 対 象か ら除外す べ きで

ある との 提案等が あ っ た 。
こ れ らに つ い て は， コ レ

ス ポ ン デ ン ス グ ル
ー

プ に て 検討が 進 め られ ，次 回

MEPC65 に て審議 され る こ と とな っ た 。

23 　温室効果ガス （GHG ）関連

　温室効果ガ ス （GHG ）の 削減を国際 的 に定 めた 国

連気候変動枠組み 条約 （UNFCCC ）の京都議定書で

は，外航船舶 をそ の 対象外 と して お り，IMO が国際

海運か らの GHG 排 出 の 抑制対策 を検討する こ と と さ

れ て い る
。

　2011年 7月 に開催 され た MEPC62 で は
，

エ ネル ギ

ー効率設計指標 （EEDI ） の 算定及 び規制値 へ の 適合

並 び に船舶 エ ネ ル ギ
ー

効率管理計画 （SEEMP ）の 船

舶へ の 据 え置 き等 を義務化する MARPOL 条約附属書

VI の 改正 が採択 さ れ た （本改正 は 2013 年 1月 1 日 に

発効）。

2．3．1　 条約の解釈の検討

　今回 の 会合で は，発効 の 迫 っ た改正 附属書 VI の 実

施 に 必 要 な条約 の 解釈 に つ い て 検 討 が 行 わ れ た 。 そ

の 結果，以下 の統
一

解釈が合意 され ，MEPC サ
ー

キ

ユ ラ
ー

が承認 された。

＞1

）2

）3

EEDI 要件が適用 され る Phase　1〜3 に お ける新

造船の 定義 （改正 附属書 VI の 2．23規則 関連）

−　 EEDI の 規 制 値 が 厳 し くな る Phase　 1
，

　　 Phase　2及 び Phase　3の そ れ ぞ れ の 要件が 適

　　用 され る 「新造船」の 定義 を明確 に す る内

　　 容 。 例 えば，Phase　3が適 用 される船舶 は ，

　　 以下 の とお り。

　　 a ）2025年 1月 1 日以降の 建造契約船，又は

　　b）2025年 7月 1 日 以 降の 起 工 船 （契約が 無

　　　 い 場合）， 又 は

　　 c）2029年 1月 1 日以降の 引渡 し船

EEDI 要件に お け る 主 要な改造 の 定義 （改 正 附

属 書 VI の 2．24規則関連）

一　　 「主要 な改造」に つ い て ，幾 つ か の 具体的

　　 な例 （船体 主要 目 ， 積載容量及 び船種の 変

　　更等 ）を示 す と 共 に ， 原 則 と して い か な る

　　 改造 も 「主要 な改造」に 当た る か 否か を主

　　管庁が判断す る と の 内容 。

SEEMP の 所持が 要 求され る 時期 （改正 附属書

VI の 22規則 関連）

・　 既存船 （2013 年 1 月 1 日 よ り前に 建造契約

　　　　が 交わ される船 舶）の SEEMP の 船上 へ の

　　　　搭載は ，（当該附属書 の 発効 日 で あ る 2013

　　　　年 1月 1 日時点に搭 載が要求 され る の で は な

　　　　 く，）2013年 1月 1日以降の 最初の IAPP 証

　　　　書 に関す る 中間検査又は更新検査 の ど ち ら

　　　　か 早い 方の 時期 ま で に搭載する必要が ある

　　　　 とする 内容 。

2．3．2　各種 ガイ ドライ ンの検討等

　EEDI の 計算に必要 とな る次の ガ イ ドラ イ ン に つ い

て も，今回の 会合で 審議が行 われ た 。

1）　 荒天 下 で の 操船を確保する ため の 最低推進 出力

　 　 ガ イ ドライ ン

　　ー　 設計時の 最低推進出力を下 げる こ とに よ り，

　　　　 EEDI の 計算 値が 改善 で きる こ とか ら ，

　　　　EEDI の 導 入 に よ り，荒天時 に必 要 な推進

　　　　 出力が 得 ら れ な い 船舶 が設計 され る リ ス ク

　　　　 を回避す る ため ，同ガ イ ドラ イ ン に つ い て

　　　　審議が行 われた 。 審議 の 結果 ，更 な る検討

　　　　が 必要で あ る こ とが 合意 され る とと もに ，

　　　　 2013年 1月以降に適用する ため の暫定ガ イ

　　　　 ド ラ イ ン を今次 会合 の 議論 を ベ ー
ス に ，

　　　　2012 年 11 月末 に開催 の 第 91 回海 上 安全委

　　　　員会 （MSC91 ）にお い て，審議，承認 すべ

　　　　 きとの 合意 に至 っ た 。

　　　　 また
，

こ れ と並 行 し て ，次 回 MEPC65 まで

　　　　 に ， 本 ガ イ ド ラ イ ン に つ い て 更なる詳細検

　　　　討 を進め る こ と に な っ た 。

2）　実海域にお け る 船舶 の 速力低下係数を計算 する

　 　 ため の ガイ ドラ イ ン

　　ー　 EEDI を計 算す る 際 に，実 海域 で の 影響 を

　　　　考慮 した補正係数 （fw）を 計算 す る た め の

　　　　暫 定 ガ イ ドライ ン が 承認 さ れ た 。

2．3．3　船舶の エ ネル ギ
ー
効率改善に つ い て の技術

　　　 移転 ・技術協力に 関する決議の検討

　改 正附属書 VIの 23規則にお い て は
， 船舶の エ ネル

ギ
ー

効率改善 に つ い て
， 途上 国 に対す る技術移転及

び技術 協力 を促進す る こ と が 規定 さ れ て い る 。

　現在 MEPC で は ，当該技術移転及び技術協力 を実

施す る た め の 決議 に つ い て継続的に審議が行 われ て

い る。今回 の 会合に お い て も
， 国連気候変動枠 組条約

の CBDR ’ D 原則 の 適用 や財 政的支援の実施等 に関す

る各国間 の 見解 の 違 い が埋め られ ず，次回 MEPC65

に て引 き続 き審議 され る こ と と な っ た 。

　　注
＊ 1＞CBDR ；The 　Common 　but　Differentiated

　　Responsibility地球温暖化へ の 責任は世界各国に

　　共通す る が
， 今 日の 大気中の 温 室効果ガ ス の 大

　　 部分 は 先進国が 過去に 発生 させ た もの で あ る こ

　　 とか ら，先進国と開発途上 国の 責任 に 差 異 を つ
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　　 ける こ とを謳 っ た概念 。

2．3．4　経済的 手法の検討

　 IMO に お い て は，改正 MARPOL 条約附属書 VI で

規 定 して い る技 術 的及び運航 的 な方法に よる GHG 削

減策 を補完する 手法 として ，燃料油課金 ， 排 出権取

引等 の経済的手法 （MBM ：Market 　Based 　Measure ）

に よる方法 に つ い て検討が進め られ て い る 。

　今 回 の 会合で は
，

上述 の 技術移転及 び 技術 協力 に

関する 決議 に つ い て の 審議 に 時間を要 し ， 経済的手

法の 具体的な審議 は行わ れず，次回 MEPC65 に て 審

議 され る こ ととな っ た 。

2．4　MARPOL 条約附属書 V （船舶 か らの廃物に

　　 よ る汚染防止）の 実施に 関するガイ ドライン

　 MEPC62 で 採択 され た改 正 MARPOL 条約附属書 V

（船舶か らの 廃物 に よ る汚染 防止 ）に よ り，2013年 1

月 1 日以降 は
， 船舶 で 発生 した 廃棄物 の 海 洋 へ の 投

棄は 原則的に禁止 され る こ と となる 。 ただ し ， 貨物

残渣 に つ い て は
， 海洋環境 に有害で な い もの に限 り，

沿岸から 12海里 以上離れた海域で の 排 出が認 め られ

る 。

　 貨物残渣の 海洋環境へ の有害性 は，  毒性 がある

もの ，  長期 の健康有害性 （発が ん性 ，
生 殖毒性等）

があ る もの ，及び  プ ラ ス チ ッ ク類で 分類 され る が ，

  長期 の 健 康有 害性が あ る もの に つ い て は，そ の 評

価に 時間を要 す るため，2013年 1月 1 日 か らの 実施は

困難で あ る との 指摘が前回 MEPC63 に て あ り，継続

審議 とな っ て い た。

　今 回の 会合で は
，

日本等か ら提出さ れ た
， 「長期の

健康有害性 に 関する 評価が で きない 貨物残渣 に つ い

て は 2013年 1月 1 日か ら 2014年 12月 31 日まで の 2年

間，海洋環境に 有害な もの とは 分 類 さ れ な い 」 と す

る 内容が合意 され，サ ーキ ュ ラ ーが 承認 され た 。

2．5　強制要件の 採択

　今 回 の 会合で は
， 危険化学品 の ば ら積 み 運 送 の た

め の 船舶 の 構造 及 び設備 に関す る国際 規則 （IBC コ

ー
ド）の 第 17 章，第 18 章及 び 第19 章 の 改正 が採択

さ れ た 。 同改正 は
， 新 た に査定 さ れ た 貨物 の 取 り込

み ，
一

部貨物の 電気設備 グル ープ要件 の 見直 しに よ

る もの で ，2014年 6月 1 日 に発効予定 。

2．6　その他

2．6，1　 国際油汚染防止 （10PP ）証書の 追補に 関

　　　 する廃油焼却炉能力の 記載の 削除

　廃油焼却炉 を船上 に 搭載 し て い る 場 合は
， 当該焼

却炉の 能力を 10PP 証書の 追補に記載する こ ととな っ

て い る 。 しか しなが ら， 同追補 の 書式 に 記 載 され る

焼却炉能力 と型式承認証 書に 記載 の 能 力 の 記載が異

な る （異なる 単位で 記載 され て い る）こ とが原 因で，

PSC 等 に指摘 を受ける とい う問題 が 生 じて い た 。

　今回の会合 に お い て ，焼却炉 の 能力は 10PP 証書の

追補 に記載する必要が な い こ とが 合意 され ， 同追 補

の 書式の 改正 が承認され た 。 （次 回MEPC65 で 採択

され る予定 。 ）

2．6．2　港湾に お ける高圧陸上電 力の供給

　停泊時にお け る 船舶 の 居 住環境 の 維持や バ ラ ス ト

水管理 等を行 うた め の 電力供給 は ，通常 ，船 内 の 発

電 機 エ ン ジ ン が使用 され る 。 しか しなが ら，発電機

エ ン ジ ン の 使用 は ，停 泊 中 の 船 舶 か らの 大気汚染 や

騒音 の 発生に つ なが る。

　 こ れ らを解 決す るため，船舶 に 陸 上電力 を供給す

る設備 の 運用 が 2004年に ロ サ ン ゼ ル ス 港に お い て 開

始 され，IMO に お い て も MEPC に て検討が 行 わ れ て

い る 。

　今 回の 会合で は，現時点で は同設備が 利用 で きる

港 湾 が 限 られ て い る た め ，同設 備 に 対す る 規 定 を

MARPOL 条約 に設ける こ とは時期尚早で ある との 結

論に至 っ た 。 また，陸上 電力 を供給する 設備が利用

可能で あ る 港湾及び関連する 国際規格に 関する 情報

を
，
MEPC サ

ー
キ ュ ラ

ーと して発行す る こ とが 合意

さ れ た 。 なお ， 本サ
ー

キ ュ ラ
ー

に は ，参考情報 と し

て
， 本 会 が 2012 年 5 月発行 した 「高圧 陸電 設備ガ イ

ド ラ イ ン」等の イ ン ダ ス トリ
ーガ イ ドラ イ ン の リス

トが含 まれ て い る 。

3， IMO の 動向 一 MSC91 の 審議結果一

3．1　 強制要件の 採択

　今回 の 会合で採択 された，主な条約改正は次の通 り。

3．1．1　SOLAS 条約附属書 の 改正 （発効 日は 2014

　　　 年 7 月 1 日）

1）　船内騒 音 コ
ー

ドの 改正 及 び同 コ
ー

ドを強 制化す

　　 る SOLAS 条約 の 改正 （SOLAS 条約 第 II−1章第3−

　　 12規則 ）

　（概 要）勧告 ベ
ー

ス の 現行 の船内騒 音 コ
ー

ド （総会

　　　　決議 A ．468 （XII））を強化 し，同改正 コ
ー

ド

　　　　 を強 制化する もの （詳細 は，以 下 3．3 船 内

　　　　騒 音 コ
ー

ドの 強制化参照 〉。

　（適用 ）−2014 年 7月 1 日以 降 の 建造 契約

　　　　一2015年 1 月 1 日以 降の 起 工 （建造契約が な

　　　　 い 場合）

　　　　−2018年 7月 1 日以 降 の 引 き渡 し

　　　 の い ずれか に 該当する総 トン 数 1
，
600 トン 以

　 　 　 上 の 新 造船 。

2） RO ・RO 区域 等の 防熱保全 性の 強化 （SOLAS 条

　　約第II−2章第 9規則）

　（概 要）36 人以下 の旅客を運送する 旅客船及 び貨物

　　　　船 の RO −RO 区域 及 び車両積載区域 に つ い
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　　　　 て ，こ れ ら の 区域 同士 の 隔壁 及び甲板を A・

　　　　30， RO −RO 区域 の 開放 甲板 をA −0 とする等

　　　　 の 防熱保全性 の 基準 を強化する もの 。

　（適用 ）2014 年 7 月 1 日以降 に 起工 され る新造船

3）　固定式局所消火装 置 の 適用 拡大 （SOLAS 条約 第

　　II−2章第 10．5．6．3規則 ）

　（概 要 ）A 類機関 区域 に設 置が 要求 され る 固定式局

　　　　所消火 装置 は，現行で は主 推進 及 び主発 電

　　　　 に使用 され る内燃 機関の 設 置場所 に対 し設

　　　　 置が 要求 さ れ て い る が，主 推進 及び主発 電

　　　　 以外の 内燃機 関 （例え ば，専 ら荷役時に使

　　　　用 され る油圧 装置等 を駆動す る内燃 機関）

　　　　 の 設置場所 に つ い て も適用 を拡大す る もの 。

　（適用）2014年 7 月 1日 以 降に 起工 され る新造 船

4）　 消防員装具用の 通信装置 （SOLAS 条約第 II−2 章

　　第 10．4規則）

（概 要 ）火災時における消火活動中の 通信手段として，

　　　　消防員装具 の 備品 と して 消火班 （Fire　party ）

　　　　 ご と に 最低 2個 の 防爆型 （explosion −proof

　　　　type 又 は intrinsically　safe ）の 持ち運び式

　　　　 双方向無線電話装置 の 搭載を要求する もの 。

　（適用 ）2014 年 7 月 1 日 以 降に 起工 さ れ る 新造船 。

　　　　 現存船は 2018 年 7月 1 日以降の 最初の 検査

　　　　 まで に 搭載 。

5）　 自蔵式呼吸 具 の 空気 残量 低下警報装 置 に 関す る

　　要 件 （SOLAS 条約 第 II−2章第 1規 則 ，第 10 規

　　則 ）

　（概 要〉消 防員装 具 に 備 え る 自蔵式呼吸具 に
，

シ リ

　　　　 ン ダ
ー内の 空気の 残量 の 低下 を呼吸具 の 使

　　　　 用者 に知 らせ る警報装置 を備 える こ と を要

　　　　求す る もの
。 送気式呼吸具 （ポ ン プ と ホ ー

　　　　 ス で 空気 を送 る タ イプ，2002 年 7月以前 の

　　　　 起工 船 で は 使 用が認 め られ て い る ）は適用

　　　　 対象外 。

　（適用 ）2014 年 7 月 1 日以 降 に起 工 され る 新造 船 。

　　　　 現存船 は 2019 年 7 月 1 日まで に適合 。

6） 操 練 の た め の 呼 吸 具 の 再 充 填 に 関 す る 要 件

　　 （SOLAS 条約 II−2章第 15規則）

　（概 要）自蔵 式呼吸 具 は 消 防 員装 具 の
一部 とし て ，

　　　　 現行 の SOLAS 条約 に お い て
， 予備 の シ リ ン

　　　　 ダー2本 の 搭載又は再充填装置 を備 える場

　　　　 合 に は 予備 の シ リ ン ダ
ー1本 の 搭載 が義 務

　　　　 付け られ て い る 。 操練 に お い て 予備 の シ リ

　　　　 ン ダーを使用 して しま うこ ともあ るた め ，

　　　　操練 に 用 い る 呼吸具の た め の 再充 填装置 ，

　　　　 ある い は 操練で用 い る シ リ ン ダーの 交換 の

　　　　 た め の 適切 な数の 予備 シ リ ン ダ
ー

を搭 載す

　　　　 る こ と を要求する もの 。

　（適用 ）2014 年 7 月 1 日以 降に起工 され る新造 船。

　　　　現存船は 2014年 7 月 1 日ま で に搭載 。

7）　 Ro−Ro 区域 ・車両積載区域 に 設置す る 固定式消

　　火設備 の 要件 （SOLAS 条約第 II−2章第 20 規則〉

　（概要）Ro −Ro 区域及 び車両積載区域 に設置する 固

　　　　定式消火設備の 要件を明確化す るため ， 固

　　　　定式ガ ス 消火装置，固定式高膨 張泡 消 火装

　　　　置 ， 若 しくは 固定式加圧水噴霧消火装置の

　　　　 い ずれ か を設置する こ とを明記 した SOLAS

　　　　条約 II−2 章第 20 規則 の 改正 。

　（適用 ）2014年 7 月 1 日以降 に起工 され る新造船 。

8） 海 上 漂 流 者 回 収 に関 す る 計 画お よ び 手順 書

　　 （SOLAS 条約第 III章第 17−1規則）

　（概要 ）各船舶 の 仕様及 び事情 に合 っ た海上漂流者

　　　　 回収 に関する計画書及 び手順書の 備え付 け

　　　　 を強制 化す る もの （以下 3．4 海上漂流者回

　　　　 収に関する計画お よび手順書 （SOLAS 条約

　　　　 第 III章関連）参照）。

　（適用 ）2014 年 7 月 1 日 以 降 に 起工 され る 新造船 。

　　　　現存船 は同日 以 降の 最 初 の 中 間検査又 は 更

　　　　新検査 の い ず れか早 い 時期 まで 。

3．1．2　火災安全設備の ための 国際 コ
ー ド （FSS コ

　　　
ー

ド〉の 改正 （発効日は 2014年 7月 1日）

）1

）2

）3

）4

）5

）6

）7

）8

消防員装具の 呼吸具に対 し，空気残量警報装置

を追加 （第3 章）

固定式 ガ ス消火装置に つ い て ，消火剤の 放出前

に作動する 可視可聴警報装置の 設置及び制御 装

置の 二 重化が 要求 さ れ る 区画 と して ，冷凍 コ ン

テ ナ積載倉，戸 も し くはハ ッ チ に よ り立 ち入 る

こ とが で きる 区画を追加す る ほか ，コ ン テ ナ貨

物倉及 び一般的 な 貨物倉へ の ガ ス 放出時間等を

新 た に規 定 （第 5章）

Ro −Ro 区域 に 設 置す る 固定式加圧水噴霧装置の

要件等 を新設 （第 7章）

自動ス プ リ ン ク ラ装置の 散水率に つ い て ，保護

され る 区画の 総水平投影面積 に 基 づ い て 算出す

る 旨明記 （第 8章）

固定式火災探知機の 設置が 要求 される場所 に貨

物制御室を追加　（第 9章）

デ ィ
ーゼ ル エ ン ジ ン を原動機 とす る 固定式非常

用消火 ポ ン プ に対 し，低温 に さらされ る こ とに

よ り迅 速な起動が 不 能とな る ため ，電気式加熱

装置 の 設置 を要求 （第 12章）

旅客船 の 脱出設備 に つ い て ，中間踊 り場 を踊 り

場 として扱わ な い こ とを明確化 （第 13章）

IBC コ ー ド に よ っ て 規定 さ れ る 液体貨物 を輸 送

す る 船舶に 対す る 固定式 甲板泡消火装置 の 要件

の 改正 　（第 14章）
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97 IMO 及び IACS の 動 向

3．1．3　国際ば ら積み 貨物 コ
ー

ド （IBC コ
ー

ド）の

　　　 改正 （発 効日は 2014 年 6 月 1 日）

　第 17章 （液体化学薬品 リス ト）， 第 18章 （危険性

の な い 液体類 リ ス ト），第 19章 （物質の イ ン デ ッ ク

ス ）に 関 して
， 新規物質の 追加 を行 うもの

。

3．2 今回承認 さ れ た強制要件 （MSC 　92又 は総

　　 会で採択が見込まれ る もの ）

　次 回 MSC92 （2013 年 6 月） ま たは 第 28 回総会

（2013 年 12 月）で採択が予定 され る 以下の 強制要件

が ， 今回 の MSC91 で承認 された 。

（1）ISM コ ー
ドの 使用 語句を説 明する た め の 注釈及

　　 び ISM 関連 の タ ス クが実行 され て い る こ とを会

　　社 が定期 的 に確認す る 要件 を追加する ISM コ ー

　　 ドの改正

（2） 閉鎖区域 へ の 立 入及 び救助 に従事する船員に つ

　　 い て少 な くとも 2か月に 1度船上 で の 操練 に参加

　　す る 旨を追記 する SOLAS 条約第 III章の 改正及

　　 び こ れ に 関連する HSC コ ードの改正

（3）24 時 間 を 超 え た 航海を予 定する 旅客船 に お ける

　　救命胴 衣の使用 方法等の 旅客へ の周知を，従来

　　 の 「旅客 の 乗船か ら24 時間以 内」に代 え て 「出

　　港 前 ま た は 出港後直ち に」実施する こ とを要求

　　 する SOLAS 条約第 III章 の 改正 （以下 3．5 旅客船

　　の 安全参照）

3．3 船内騒音 コ
ー ドの 強制化

　 2007 年 10 月に 開催 された MSC83 に お い て ，船員

の 健康保 持の た め に 機関 室等 か ら発 生 す る 騒 音値 及

び船員 の 騒 音暴露を
一

定以下 に抑え る こ と を 勧告 す

る船 内騒音 コ
ー

ド （総 会決議 A．468 （XII）：非 強制 ）

に つ い て ，欧州諸 国 よ り ， 本 コ ー
ドの 強化及 び強制

化 の 提案があ り，そ の 後，騒音規制値 ， 騒音 の 計測

方法，計測装置等 に つ い て見直 しが行われ て い た。

　今 回 の MSC91 に お い て は ，本年 5月開催 の MSC90

に お い て 承認 さ れ た船内騒音 コ ー ドの 改正案及び 同

コ
ー

ドを強制化す る SOLAS 条約 第 II・1章第 3−12 規則

が
一

部 修正 の 上採択 され た 。 なお，同 コ ード は 強制

要件 と非 強制 の 要件か ら構成 さ れ て い る 。

　採択 に当 た っ て ，同 コ
ー

ドにおけ る 実行的で な い

規 定 を勧告ベ ー
ス とする 提案，曖昧な規定 に つ い て

明確化す る 提案等 ， 本会が 主導 して IACS か ら提 出 し

た文書及び適用 日に関 す る中国提 案 を中心 に審議 が

行 われ，明確化 及 び修正が行 われた 。主な変更点は

以 下 の 通 り。

　 ・同 コ
ー

ドにお い て 要求 され る荷 役 中 の 騒 音計測

　　を，強制要件 で は な く勧告要件 とする こ と。（例

　　 え ば ガ ス 運搬船 に お い て
， 引 き渡 し前 に実際 の

　　荷役状 態を再現す る こ とが 困難iで あ る こ と等 の

　　理 由か ら勧告 要件 と す る こ と と な っ た。）

　 ・“
Workshop

”
の 騒音 レ ベ ル を 85dA以 下 とする

　　こ とが要求 され て い る こ と に つ い て ，機関 区域

　　の 一部をなす
“
Workshop

”
は，機関区域扱 い と

　　して ，同 区画の 要件で ある 110dA とす る こ と 。

　　そ れ以外 の
‘Workshop ”

に対 して
， 騒音 レ ベ ル

　 　 85dB 以下 が適用 と なる 。

　 ・適用 日に つ い て は ，起工 ベ ース で は なく建造契

　　約 ベ ー
ス とす る こ と。

3．4　海上漂流者回収に 関 す る計画 お よび手順 書

　　 （SOLAS 条約第皿章関連）

　 2006年 5月に 開催 された MSC81 に お い て ，海難事

故等 に よ り海上 に漂流 した他船の 人命 を救助する こ

とを 目的に ，人員 を回収する 専用の 装置 の設置 を全

て の 船舶に義務付け る SOLAS 改正案が 提案 され た 。

しか しなが ら
， 同装置の性能基準が未策定で あ っ た

た め ，当該条約改正案 は
一

旦 ペ ン デ ィ ン グ とな り，

装置の 性能基準 につ い て検討が 開始 された 。

　そ の後，6年に亘 る審議 を経て ，船舶 の サ イズ，船

型等の 船 舶個 々 の 特有 の 事情 に依存す る 人員 回収作

業に お い て は，全 て の 船 舶に
一

律の 性 能基準 に 従 っ

た装置の 設置 を要求す る こ とは現 実 的で な い との 結

論に 至 っ た 。

　
一

方で ，SOLAS 条約第V 章第33 規則の 要求に よっ

て
， 当局 の 要請に従 っ て 海難現場 に駆け付 けた船舶

が ， 実 際 に ど の よ うな救助活動 を行 うの か を明確化

す る必 要が あ る こ とか ら，海上漂 流者 の 救助 ・
回収

に 関 して ，全 て の 船舶が 自船 の 事情 に 見合 っ た 人員

回収 の 計画及 び手順 を作成 し，本船上 に備 え付 け る

こ とを義務化する こ とが 合意 さ れ た 。

　 今回の MSC91 に お い て は，　 MSC90 に お い て 承認

さ れ た 人員回収の 計画及 び手順 を本船上 に備 え付け

る こ とを義務化す る SOLAS 条約第 III章第 17−1規則

及 び第 III章 の 適用対象外 とな る船舶 に 対 して も適用

を促 す決議 が 採択 され た 。 ま た
， 当該計 画及 び手順

の 作成 の た め の ガ イ ド ラ イ ン も承認 さ れ た 。 な お ，

ガ イ ドラ イ ン で は ，人員回収の ため の 計画及 び手順

は ，ISM コ ー ドA 部 パ ラ グ ラ フ 8 の
“
Emergency

Preparedness
”

（緊急事態へ の準備）の
一

部 とする こ

と に な っ て い る 。

　適用 に つ い て は
，
2014 年 7 月 1 日以 降の 建造船舶

に人 員回収の 計画及 び 手川頁を本船に備える こ とが義

務付け られ る こ とに な り， 現存船に つ い て は
， 同 日

以 降 の 最初 の 中間検査又 は 更新 検査 の うち い ず れ か

早 い 時期 まで に本船 へ の 備 え付 けが要 求され る 。

3．5　旅客船の 安全

　 2012 年 1月 に イ タ リア に て 発生 した ク ル
ーズ船 コ

ス タ ・コ ン コ ル デ ィ ア号の 事故を受け，旅客船の 安全

に 関す る 基 準 の 見 直 しを行 う こ とを目的 に ，MSC90
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か ら旅客船の安全に関す る審議が 開始 された 。

　MSC90 で は ，早急 に 実施 すべ き運航 上 の安全対策

（短期的措置 ）と
， 事故調査結果 を踏まえた技術的検

討 に基づ き実施 す る安全対策 （長期 的措置） と に分

けて検討 を進め る こ とが 合意され た 。

　 MSC91 で は ，イ タ リ ア よ り当該事故調査が まだ完

了 して い ない と の報告があ っ た もの の
， 短期的措置

と して ，前回合意 し た 暫定措置勧告 （※ 参照）を踏

まえ，SOLAS 条約附属 書の 改正 案が策定 された 。

　現行規則で は，「24時間 を超 えた航海 を予 定す る旅

客船は
， 救命胴 衣 の 使 用 方法 等 の 周知 を旅客の 乗船

か ら 24 時間以内に旅客を招集 し実施す る こ と」が要

求 され て い るが ，本改 正 に よ り，今後は 「乗船か ら

24時間以内」に代え て 「出港前 また は 出港後直ちに」

旅 客を招集する こ とが要求され る こ ととなる 。

　 ま た ，暫定措置勧告 に 新 た な項 目が 追加 さ れ た

（※工麺 参照）。

4． お わ りに

　昨年 10月の 第64回海洋環境保護委員会 （MEPC64 ），

昨年 11月に 開催 された第91回海上安全委員会 （MSC91 ）

に続 き， 次号 以降 にお い て も，主 要な IACS 及び IMO

の 審議結果 を，適宜 「IMO 及び IACS の動向」の 中で

紹 介 して い く予 定で ある 。

　 なお ，本年 5 月 に は 第 65 回海洋環境保護委 員会

（MEPC65 ），6月に は第92回海上安全委員会 （MSC92 ）

が開催され る予定で ある 。

※ 「旅客船の 安全 を高め る た め に船舶所有者が行 う

暫定措置 に関する勧告」

　外航旅客船の 船舶所 有者に対 し，旅客船 の安全 を

向上 させ る た め ，各船 の 実 態 に 照 ら し て
，

以 下 の 内

容に つ い て 安全 対策 を検討 し，必要な見直 し を行 う

よ う推奨 。

1）船室以外 へ の 救命胴衣 の 追加搭載

2＞旅客 に対する避難 要領 の 周知方 法

3）旅客が 24 時間以上乗船する旅客船 の 旅客 に対 す

　 る 出港前 の 避難訓練実施

4）船橋へ の 立 入制 限措置の励行

5）航海 計画 に従 っ た航 海の実施

6 に 支i る
’

の x 命 卩 の
x

ts 日
　

’ ‘
の 認 六 どの

’
自

劃

ー刮るよ
，
一｝員

泊

組乗たし

馳

定

二＝

想

の

を

　

艇

玉

乗

の

の

　

客

糸

旅

　

の

び

へ灘
w w

3．6　最 低推進 出 力に 関す る 暫定 ガ イ ドラ イ ン

　　 （EEDI 関連 ）

　2．3．2 にて 紹介 した最低推進 出力 に 関す る 暫定ガ イ

ドラ イ ン が ，MEPC64 の 審議結果 と して ，　 IMO 事務

局 か ら報告 され，MSC91 に て承認 された 。
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表 1 バ ラ ス ト水処理装置の 承認状況

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 …

嚢1灘 箋爨戀 緇 1…灘钁
i蹴 硬 難 講1

驫 灘 i癰 ii  靆

糶贓 灘 繍 購韓舘燃脚戦齋糠然糠亭牌甲冊翩瞰鴫鵠影

　　 内内早内内

灘 i鱇 i蓁
iii鍛iiili驪 蕪i

遣

　 　 　 　 　 　 　 　 ・讌 蹴

蕪 …　 　 　
“
ジ
内し　；冫

　 　 　 鸚 iii焦．
　 　 　 　 　 舞

i騰 難 邏 薫
爨 …望麟……1…ilillllilll…1…蝋糠iiii糠…1欝…蓬轗鞴1螂舵

1飆 ．

　 翼蔓嬲 ；ζ織 鵬 駅 韈 二

＿棄
えi：　 螢 肇

Al「a−Laval　AB PureBallast ス ウェ
ー
デン フ ィ ル ター

十 UV （光触媒） 取得済 取得済
ノ ル ウ

エ
ー

Ocean　Saver　AS OceanSaver　BWTS 　 Mark
I

ノ ル ウ ェ
ー フ ィ ル タ

ー
十 キ ャ ビテ

ーシ

ョ ン 十 脱 酸 素 十 電 気分 解
取得済 取得済

ノ ル ウ

エ
ー

Ocean　Saver　AS
OceanSaver　 BWTS 　 Mark
Il

ノ ル ウ ェ
ー

フ ィル ター十 電気分 解 取 得済 取 得済
ノ ル ウ

工
一

TECHCROSS 　INC Electro−Clean 韓国 電気分解 取得済 取得済 韓国

日立 プラ ン トテ クノロジー Clear　Ballast 日本 凝集磁気分離 十 フ ィ ル タ
ー

取得済 取得済 日本

三 井 造 船 FineBallast　OZ 日本
フ ィ ル ター十 オ ゾン 十 キ ャ

ビテーシ ョ ン
取 得済 取 得済 日本

JFE エ ン ジ ニ ア リン グ

（株〉
JFE 　Ballast　Ace 日本

フ ィ ル ター十 TG
Ballastcleaner （次亜 塩素酸

ナ トリウム ）十 ベ ン チ ュ リ

取 得済 取 得済 日本

RWO CleanBa 凵ast　（Ectosys） ス ウェ
ー

デン フ ィ ル タ
ー

十 電 気分 解 取 得済 取 得済 ドイ ツ

Resource 　Ballast
Technologies　Pty

Resource 　 Ballast　 Water
Technologies　System 南ア フ リ カ

キ ャ ビ テーシ ョ ン 十 電気分

解 十 オ ゾ ン 十 フ ィ ル タ
ー 取 得 済 取 得 済

南 ア フ

リカ

PANASIA 　CO ．，LTD ． GloEn−PatroI 韓国 フ ィ ル タ
ー十 UV 取 得 済 取 得 済 韓 国

NKCO ．
，
　LTD ．

，

NK 　O3　Blue　Ballast
System

韓国 オ ゾ ン 取得済 取得済 韓 国

Hamworthy 　Greenship
B．V ．

Greenship’s　Sedinox
Ballast　Water
Management　System

オ ラ ン ダ 遠 心 分離 十 電気分 解 取 得済 取 得済

Ecochbr 　Inc．
Ecochlor　Ballast　Water
Treatment　System

ア メ リカ フ ィ ル ター
十 二 酸化塩 素 取 得 済 取 得済 ドイ ツ
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鋤 ’囁F膿．卿广
活姓物質 （《勘

…鑞 饕 ……
’
型式承

難
鱒 il

繋 靉 難熱…iii灘，罫
　　　　 ・…寧…
　　　　　　　　 ：難 ・

’ 撫 ……蒋・i三li
…

難鑾
・嚇 …、…

・

蕪
承認ii…： 籍 、鑼醸i

Hyundai　Heavy
［nd 凵stries　Go．　Ltd．

HHI　BWMS （EcoBa 日ast ） 韓国 フ ィ ル タ
ー

十 UV 取 得済 取 得済 韓国

Aquaworx 　ATC 　GmbHAquaTriComb
　Ballast

Water　treatment　system ドイ ツ フ ィ ル ター
十 UV 十 超音波 取得済

SIEMENS SiCURE 　 BWMS ドイ ツ フ ィ ル タ
ー

十 電気分解 取 得済 取 得済

SunRuiMarine
　Environment

Engineering　CompanyBalClor
　BWMS 中国 フ ィ ル ター十 電 気分 解 取 得済 取 得済 中国

DESMI 　Ocean 　Guard
AIS

DESMI 　Ocean　Guard
BWMS

デ ン マ
ーク フ ィ ル ター

十 オゾ ン 十 UV 取得済 艷

21S℃ entury

Shlpbuilding　Go．，　Ltd，
ARA 　Ballast 韓国

フ ィ ル タ
ー

十 プ ラ ズ マ 十

UV
取 得済 取 得済 塑

Hyundai　Heavy
Industries　Co ．　Ltd．

HHI　BWMS “ HiBallast” 韓国 フ ィ ル ター十 電 気 分 解 取 得済 取 得済 韓 国

Kwang 　San　Co．，　Ltd． KS　BWMS “

En −Ballast
”

韓国 フ ィ ル タ
ー

十 電気分解 取 得 済

Qingdao　Headway
Technology　Co．，　Ltd．

OceanGuard　BWMS 中国
フ ィ ル ター

十 電気触媒 十

超 音波
取 得 済 取 得 済 中国

COSCO 　Shipbuilding
Industrial　CompanyBlue

　Ocean 　Shield 中国 フ ィ ル タ
ー

十 UV 取 得済 N ，A， 中国

Severn　Trent　DeNoraSevern
　Trent　DeNora

BalPure  BWMS ドイ ツ フ ィ ル ター十 電気分解 取得済 取 得済 堕

Hamann 　AG ＊ SEDNA 　systern ドイ ツ

遠心 分 離器 十 フ ィ ル ター

十 Peradean 　Ocean （過酢酸

1過 酸 化水素）
取 得済 取 得済 ドイ ツ

Samsung　Heavy
lndustries　Co．，　Ltd，

PurimarTM　System 韓国 フ ィル タ
ー

十 電 気分 解 取 得済 取 得済 韓国

AQUA 　Eng ，　Co ．，Ltd．
AquaStarTM　Ballast　Water
Management 　System 韓国 フ ィ ル ター

十 電気分解 取得済 取得済 姻
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鱒 名
こll
簽覊離 物劃 69）广

：

’
、鑿聯 篝犠靉蕘i……

轄総… 謙
名

　　　　　　　　　囁F
　 ．ほ　　一

灘 肺脚

漁
・・ 諜灘…豪纛蒹、・覊 1

Kuraray　Go ．，Ltd

MIδROFADE ・ M

Ba 囗ast　Water
Management
System

日本

フ ィ ル タ
ニ

＋ K、，a，ay　AS
（次亜塩素酸 カ ル シ ウム ）

十 Kuraray　NS （亜 硫 酸 ナ ト

リウム （中和 剤 ））

取 得済 取 得済 魅

ERMA 　FIRST
ERMA 　FIRST 　Ballast
Water　Management
System

ギ リ シャ
フ ィ ル タ

ー
十 遠心分 離器 十

電気分解
取 得済 取得済 ドイツ

Envlrotech　and

Consultancy　Pte．　Ltd．
BlueSeas　Ballast　Water
Management 　System

シンガポー
ル フ ィ ル タ

ー
十 電気分解 取得済

（株）片山化学 工 業研

究所 製

Ballast　Water
Marlagement 　System 　with

PERACLEAN   OCEAN
（SKY −SYSTEM   ）

日本
フ ィ ル タ

ー
十 酢酸1過酸化水

素
取 得済

JFE エ ン ジ ニ ア リン グ

（株）

JFE　Ba11ast　Ace
（NEO −CHLOP 　MARINE ）

日本

フ ィ ル タ
ー

十 薬剤　（ジク ロ

ロ イ ソ シ ア ヌ ル 酸 ナ ト リ ウム

2 水塩 ）

取得済 贐

GEA 　Westfalia
Separator　Group
GmbH

GEA 　Westfalia　Separator
BallastMaster　Ballast
Water　Management
System

ドイ ツ
フ ィ ル ター

十 次亜 塩 素酸 ナ

トリウ ム
取 得 済

Envirotech　and

Consultancy　Pte．　Ltd．
BlueWorld　Ballast　Water
Management 　System

シン ガポ
ー

ル
フ ィ ル タ

ー
十 次亜塩素酸 ナ

トリ ウ ム
取 得 済

Samsung 　Heavy
Industries　Co．，　Ltd．

Neo −PurimarTM　Ballast
Water 　Management
System

韓 国
フ ィ ル ター 十 次亜 塩 素酸 ナ

トリウ ム
取 得済 取 得済

Environment
Engineering
Instltute　of　Dalian
Maritime　University

DMU ・OH 　Ballast　Water
Management　System 中国

フ ィ ル ター十 チ オ硫 酸 ナ ト

リウ ム
取 得済

Hanla　lMS　Co．，　Ltd．
EcoGuardianTM　Ballast
Water 　Management
System

韓 国 フ ィ ル ター十 電 気分解 取 得済

STX 　Meta【Co．，　Ltd，
Smart 　Ballast　Ballast
Water　Management
System

韓国 電気分解 取得済 贐

Korea 　Top 　Marine

（KT　Marine）Go．，　Ltd．
KTM −BWMS 韓国

Plankill　 pipeTM（円 柱 ブ ロ ッ

ク）十 電気分解
蠅

Hamwo 巾 y　Water

Systems　Ltd．
Hamwo 曲 y
AquariusTM−EC 　BWMS

オ ラ ン ダ フ ィ ル タ
ー

十 電 解滅菌 贐

HWASEUNG 　R＆A
Co．　Ltd，

HS −BALLAST 韓 国 電気分解 贐
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滷 名
广

． 処理 方法

活性物質 （G9＞に
广

IMO 承認状況

型式承’
認 （G8 ）

メ
ー

カ
ー

名 製品名
基本

承認

最終

承認
承 認自

’

PANASIA 　Go．，　LtdGloEn −Saver　TM 韓 国 フ ィ ル タ
ー

十 電解滅菌 贐

Jiujiang　Precision
Measuring
TechnGlogy　Research
Institute

OceanDoctor 中国 フ ィ ル ター十 光触媒 騨

住友電気工 業 （株）
SEI−Ballast　Water
Management 　System 日本 フ ィ ル ター十 UV 准牢

　（表虫の1盤 は
， 今 回 承 認 ・審議又 は 報告 さ れ た こ と を意味す る。）

＊ Hamann 　AG 社 の バ ラ ス ト水処理 装置 SEDNA 　system 及び Resource　Ballast　Technologies　Pty社 の バ ラ ス ト水処 理 装置

Resource 　Ballast　Water 　Technologies　System に つ い て は ，メ
ーカー撤 退 の た め 実質 入 手 不可 能 。

＊＊MEPC63 に て活 性 物 質 が使用 され な い 装置 で あ る と判 断 され，基本承 認 及 び最終承 認 と もに不 要 と な っ た。

（参考 ）活性物質 が使用 さ れ な い 旗国 の G8 ガ イ ドラ イ ン に 従 っ た型 式承認 を取 得 した バ ラ ス ト水処 理 装置

メ
ーカー

名 羮
1M°：翠墾 ……・
澗 生物質 （G9鸞
　　　　　　F

・裂弐i燕ii

｝i轢 li麟ii鑄…，…liiiili鍛…
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OptiMarin　AS OptiMar　Ballast　Systems ノ ル ウエ
ー

フ ィ ル タ
ー

十 UV
ノ ル ウ

エ
ー

N日 Treatment
System

Venturi　Oxygen 　StripPing ア メ リカ 脱酸素 十 キ ャ ビ テーシ ョ ン リベ リア

Hyde　Marine　Inc， Hyde 　GURDIANTM ア メ リカ フ ィ ル ター十 UV UK

Wuxi 　Brightskr
Electronic　Co．，　Ltd．，

BSK 栖
M
　BWMS 中国 フ ィ ル タ

ー十 UV 中国

MAHLEIndustrial
　FiltrationOcean

　Protection　System ドイ ツ フ ィ ル タ
ー

十 UV ドイ ツ

Shanghai　Cyeco
EnvironmentaI
Technology 　Co ．，　Ltd，

CyecoTM　Ballast　Water
Management 　System 中国 フ ィ ル ター十 UV 蛔

（表虫QIEIkgは ，今 回報告 され た こ と を意味 す る。）
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